
サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 県は、柔軟な発想を持った企業や団体が集積するサテライトオフィス等が実施する被

災沿岸地域の課題解決に向けた取組を後押しし、もって東日本大震災による被災沿岸地域に

おける地域振興又は関係人口の創出を図るため、当該取組に要する経費について、その実施

主体に対し、予算の範囲内においてサテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補

助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付等に関しては、補助金等交付

規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要

綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 「サテライトオフィス等」とは、企業又は団体の本拠から離れた場所に設置される県

内サテライトオフィス若しくは複数の企業や団体が共同で利用する県内シェアオフ

ィス又は県内コワーキングスペースをいう。 

(2) 「サテライトオフィス等運営事業者」とは、サテライトオフィス等をオフィススペー

スやワークスペースとして他者に提供し、その管理・運営を事業として行う法人又は

個人自営業者をいう。 

(3) 「サテライトオフィス等入居者」とは、第６条で規定する補助対象期間中にサテライ

トオフィス等に入居している法人又は個人事業者をいう。 

 (4) 被災沿岸地域とは、仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、名取市、多賀城市、岩沼市、

東松島市、亘理町、山元町、松島町、七ヶ浜町、利府町、女川町、南三陸町をいう。 

 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者は、被災沿岸地域における地域課題の解決に向けて取り組

む県内のサテライトオフィス等運営事業者、サテライトオフィス等入居者及びサテライトオ

フィス等運営事業者に委託し事業を行う者であり、次に掲げる要件のいずれにも該当しない

者とする。 

(1) 暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）に規定する暴力団又は暴力団員等 

(2) 県税に未納がある者 

２ 知事は、前項第１号に規定する暴力団又は暴力団員等に関する事項について、県警本部長

宛て照会することができる。 

 

 （補助対象事業等） 

第４条 補助金の交付対象となる事業は、被災沿岸地域において新たに実施する地域振興や関

係人口の創出に資する事業とし、起業や新規事業の実施に今後繋がることが見込まれる事業

とする。 



２ 補助対象者、補助限度額、補助率及び事業者資格は、別表１のとおりとし、補助額は補助

限度額の欄に定める上限と補助対象事業に係る支出実績額に補助率を乗じた額を比較して

少ない方の額とする。 

３ 補助金額に千円未満の端数がある時は、これを切り捨てるものとする。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象経費は補助対象事業に直接係る経費とし、別表２のとおりとする。 

 

（補助対象期間） 

第６条 補助金の対象期間は、交付決定の日から事業完了の日若しくは事業の廃止の承認を

受けた日又は交付の決定のあった日の属する年度末のいずれか早い日までとする。 

 

 （交付の申請） 

第７条 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は様式第１号によるものと

し、その提出期限は知事が別に定める日とする。 

２ 申請者は、前項の補助金交付の申請をするに当たり、当該補助金に係る消費税及び地方  

消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除でき

る部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費

税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいい（以下「消費税等仕入

控除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において消費

税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

３ 規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は、別表

３のとおりとする。 

   

 （交付の条件） 

第８条 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

  (1) 補助事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分の変更をする場合にお     

いては、様式第４号により知事の承認を受けること。ただし、次に掲げる軽微な変更にあ

ってはこの限りでない。 

     イ 補助金交付決定額の２０％以内の減額を伴う変更の場合 

     ロ 補助対象事業内容の細部を変更する場合 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、様式第５号により知事の承認を受け

ること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合に

おいては、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

 (4) 知事は、第１号又は第２号の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の全部又は

一部を取り消し、又は変更することができる。 

 



 

（実施状況の確認） 

第９条 知事は、補助事業の実施状況の確認のため、必要があると認めるときは、補助事業

者に対して調査を行うことができる。 

 

 （実績報告） 

第１０条 規則第１２条第１項の規定による補助事業実績報告の様式は、様式第６号によるも

のとする。 

２ 規則第１２条第１項の規定により補助事業実績報告書に添付しなければならない書類は、

次のとおりとする。 

  (1) 事業報告書（様式第７号。事業報告書の中で必要とする添付書類を含む。） 

(2) 収支精算書（様式第８号） 

 (3) 支出を証する書類の写し 

  (4) 契約書又は請書の写し（事業実施に当たり契約等を行った場合） 

 

 （補助金の交付方法） 

第１１条 補助金は、規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。た

だし、知事は、補助事業の遂行上必要と認めるときは、規則第１５条ただし書の規定により、

交付決定額の２分の１以内を限度として、概算払により交付できるものとし、その請求書の

様式は様式第９号によるものとする。 

２ 知事は、第１項の規定による請求書の提出があった場合には、当該請求書の内容を審査し、 

適当と認めるときは補助金を交付するものとする。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１２条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により消費税等仕入

控除税額が確定した場合には、速やかに様式第１０号により知事に報告するものとする。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全額又は一部の返還

を命ずるものとする。 

 

（財産の管理） 

第１３条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を補助事業の完了

後においても善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従ってその効率的運

用を図らなければならない。 

 

 （処分の制限を受ける財産） 

第１４条 規則第２１条第２号及び第３号の規定により処分の制限を受ける財産は、取得価格

又は効用の増加した財産の価格が５０万円以上のものとする。 

２ 補助事業者は、規則第２１条の知事の承認を受けようとするときは、財産処分承認申請書

（様式第１１号）を知事に提出しなければならない。 



 

（処分の制限を受ける期間） 

第１５条 規則第２１条ただし書の規定により処分の制限を受ける期間は、減価償却資産の耐

用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間と

する。 

 

（書類の備付け等） 

第１６条 補助事業者は、前条の期間内において処分の制限を受ける財産の管理の状況を明ら

かにするため、その財産に係る財産管理台帳を様式第１２号により作成し、関係書類を整備

保管しなければならない。 

 

（証拠書類の保存） 

第１７条 補助事業者は、補助事業に係る証拠書類を整理し、補助事業が完了した日の属する

県の会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第１８条 知事は、補助事業者が第８条に規定する条件に違反したときは、既に交付した補助

金の全部又は一部を返還させることがある。 

 

 （書類の提出部数） 

第１９条 この要綱により知事に提出する書類の提出部数は、それぞれ１部とする。 

 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関して必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度予算に係る補助金に適用する。 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、当該

補助金にも適用するものとする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  



別表１ 

補助対象者 補助限度額 補助率 事業者資格 

県内のサテライトオ

フィス等運営事業

者、サテライトオフ

ィス等入居者、サテ

ライトオフィス等運

営事業者に委託し事

業を行う者 

2,000 千円 

 

2/3 

 

・サテライトオフィス等運営事業者

に委託し事業を行う場合、サテラ

イトオフィス等運営事業者と連名

で申請すること。 

 

 

別表２ 

経費項目 内容 留意事項 

（1）人件費 給料 ・補助対象事業実施のため新たに雇用する場合（臨

時雇用含む。）であって、当該事業に従事した実

績時間のみ補助対象とする。 

・給与以外の各種手当や福利費等は対象外とする。 

（2）謝金 講師、外部協力者

への謝礼金等 

・講師等謝礼金は、以下の時間単価に所要活動時間

を乗じた金額を補助限度額とする。 

Ａ 大学教授、民間又は民間団体（ＮＰＯを含む）

の著名人（中央及び複数の都道府県にまたが

って活躍）9,000 円 

Ｂ 大学准教授、民間又は民間団体（ＮＰＯを含

む）の有識者（主に県内で活躍） 8,000 円 

Ｃ 大学講師、民間又は民間団体（ＮＰＯを含む）

の構成員（Ａ・Ｂ以外） 7,000 円 

・補助対象事業の活動時間及び当該活動の準備時

間を対象とする。 

（3）旅費 交通費、宿泊費等 ・交通費（ガソリン代含む。）は、事業に直接的に

必要なもののみ補助対象とする。 

・宿泊費の補助限度額は１泊当たり 9,000 円とす

る。 

（4）消耗品費 購入単価５万円

未満の事務用品

等消耗品費等 

・弁当代等の食糧費は対象外。  

・事業に直接的に使用するもののみ補助対象とす

る。 

（5）広告費・印刷

製本費 

 

 

新聞等への掲載

料、各種資料等の

印刷代、報告書作

成費等 

 

 

 

 

 



（6）通信運搬費 郵送料、荷造運賃

等 

 

（7）賃料及び施

設使用料 

会議室等の使用

料、機材等の借り

上げ料 

 

（8）委託費 補助事業者が直

接実施すること

ができないもの

について、他の事

業者に行わせる

ための経費 

・サテライトオフィス等運営事業者に委託し事業

を行う場合を除き、事業を一括して委託するも

のは補助対象外とする。 

（9）備品購入費 購入単価５万円

以上の事務用品

等 

・事業に直接的に使用するもののみ補助対象とし、

汎用性の高いものは補助対象外とする。 

（10）行事保険料 行事・イベント保

険料等 

 

（11）その他県が

必要と認める費

用 

  

 

別表３ 

交付申請書の添付書類 

（1）事業計画書（様式第２号） 

（2）収支予算書（参考となる見積書等の写しを添付すること）（様式第３号） 

（3）法人確認書類（登記事項証明書、定款、規約等） 

（4）法人の概要が分かる資料（パンフレット等） 

（5）暴力団排除に関する誓約書（様式第１３号） 

（6）宮城県の県税（税目：全ての県税）の納税証明書（原本、１か月以内のもの） 

（7）その他知事が必要と認める書類 

 



様式第１号 

 

令和  年度サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補助金 

交付申請書 

 

 

                                第 ○ ○ 号 

                                年  月  日 

 

 

 宮城県知事 殿 

 

 

                      申請者 所在地 

                          名称及び代表者名 

                     ※サテライトオフィス等運営事業者への委託に 

より事業を行う場合、連名としてください。 

 

 令和 年度において下記により事業を実施したいので、補助金等交付規則第３条の規定によ

り、サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補助金 金○○円を交付されるよう

関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

添付書類 

 １ 事業計画書（様式第２号） 

 ２ 収支予算書（様式第３号） 

  

  



様式第２号 

 

令和  年度サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業 

事業計画書 

 

１ 事業者の概要 

所在地 
〒 

 

（フリガナ） 

名称 

 

 

代表者役職 

及び氏名 
 

法人事業の概要  

設立年月日 年 月 日   主たる業種 
（中分類名） 

 

資本金 千円 従業員数 人 

事業実績 

（直近２期分） 

決算期 
第  期 

（ ． ．～ ． ．） 

第  期 

（ ． ．～ ． ．） 

①売上高 千円 千円 

②経常利益 千円 千円 

担当者役職 

及び氏名 
 

担当者連絡先 

TEL  E-Mail  

自社 HP  

委託する 

サテライト 

オフィス等 

名称  

所在地  

担当者 

役職氏名 
 

 ※主たる業種は、日本標準産業分類に定める分類により記載してください。 

※委託するサテライトオフィス等の欄は、サテライトオフィス等運営事業者自身が申請する場合、

「－」を記載してください。 

 

 



２ 事業の概要 

事業概要 

 

 

 

事業の実施期間 令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

事業費等 

【総事業費】                円 

【補助対象経費】              円 

【補助金交付申請額】             円 

※内訳は収支予算書（様式第３号）のとおり。 

事業実施区域 
（補助対象は沿岸１５市町の被災沿岸地域で行われる事業となります。） 

〇〇市〇〇区〇〇地域 

事業実施体制 

サテライトオフィス等の体制 

＜サテライトオフィス等運営事業者が事業主体となる場合＞ 

実施事業に関わるサテライトオフィス等内のプロジェクトチーム体制（人数、リーダー

等）を記載してください。） 

 

 

＜サテライトオフィス等運営事業者以外が事業主体となる場合＞ 

企業・団体内のプロジェクトチーム体制（人数、リーダー等）を記載してください。 

 

他の補助金等 

活用の有無 

（本事業において、他の補助金等活用の有無について記載してください。「有」の場合は、

補助金名等（補助金名、所管団体名、連絡先等）を記載してください（申請予定含む。）。） 

 

□有  □無 

 

事業内容 

（地域振興や関係人口創出に寄与すると考えられる点も記載してください。） 

（本欄に収まらない場合、別紙により提出することとし、その場合、本欄には「別紙のとおり」と記載してく

ださい。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



事業計画 

（工程が分かるように記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

事業実施後、期待される事業展開 

（本事業の実施を通じて、今後期待される起業や新規事業等について記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業の目標指標 

目標指標 

事業実施初年度を１年目として記載してください。 
単

位 
１年目 

※現状 
２年目 ３年目 ４年目 ５年目 

①        

②         

③         

 ※事業タイプに対し、直接的な関連のある数値を目標指標としてください。 

 ※目標指標の達成状況について、実績報告の際に確認しますので、状況が把握できる関係資料は

廃棄せず保管してください。 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（収入の部） （単位：円）

収入区分 適用（調達先） 金額（税抜） 金額

自己資金 円 × 個 × 式

県補助金 × ×

借入金 × ×

その他 × ×

合　計 0

（支出の部）

＜補助対象経費＞ （単位：円）

支出区分 適用（支出内容） 金額（税抜） 金額（税込）

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

小　計 0 0

補助対象合計 0 0

＜補助対象外経費＞ （単位：円）

支出区分 適用（支出内容） 金額（税抜） 金額（税込）

円 × 個 × 式

× ×

× ×

対象外合計 0 0

（単位：円）

総事業費 0 0

※必要に応じて、行は適宜追加・削除してください。

※収入合計欄と総事業費額は合致させてください。

単価（税抜） 数量

謝金

サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業
収支予算書

単価（税抜） 数量

人件費

旅費

消耗品費
※単価5万円未満

広告費
印刷製本費

通信運搬費

賃料
施設使用料

委託費

備品購入費
※単価5万円以上

行事保険料

その他

単価（税抜） 数量



様式第４号 

 

令和  年度サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業 

事業計画変更承認申請書 

 

 

                                第 ○ ○ 号 

                                年  月  日 

 

 

 宮城県知事 殿 

 

 

                      申請者 所在地 

                          名称及び代表者名 

                     ※サテライトオフィス等運営事業者への委託に 

より事業を行う場合、連名としてください。 

 

 令和 年 月 日付け宮城県（地振）指令第 号で補助金の交付決定があったサテライトオ

フィス等による沿岸地域復興活動事業について、事業の内容を下記のとおり変更したいので承

認されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 変更内容 

変更事項 変更前 変更後 

   

 

２ 変更理由 

３ 添付書類  変更後の事業計画書（変更内容に係る添付書類を含む。） 

 

 

 

 

 

 



様式第５号 

 

令和  年度サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業 

事業中止（廃止）承認申請書 

 

 

                                第 ○ ○ 号 

                                年  月  日 

 

 

 宮城県知事 殿 

 

 

                      申請者 所在地 

                          名称及び代表者名 

※サテライトオフィス等運営事業者への委託に

より事業を行う場合、連名としてください。 

 

 令和 年 月 日付け宮城県（地振）指令第 号で補助金の交付決定があったサテライトオ

フィス等による沿岸地域復興活動事業について、下記のとおり事業を中止（廃止）したいので

承認されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 中止（廃止）予定年月日      年  月  日 

２ 中止（廃止）の理由 

３ 事業再開予定時期（中止の場合のみ） 

 

  



様式第６号 

令和  年度サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業 

実績報告書 

 

 

                                第 ○ ○ 号 

                                年  月  日 

 

 

 宮城県知事 殿 

 

 

                      申請者 所在地 

                          名称及び代表者名 

※サテライトオフィス等運営事業者への委託に

より事業を行う場合、連名としてください。 

 

 令和 年 月 日付け宮城県（地振）指令第 号で補助金の交付決定があったサテライトオ

フィス等による沿岸地域復興活動事業について、下記のとおり実施したので、補助金等交付規

則第１２条の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 事業実施期間      年  月  日から    年  月  日まで 

２ 添付書類 

（１） 事業報告書（様式第７号）（事業報告書の中で必要とする添付書類を含む。） 

（２） 収支精算書（様式第８号） 

 （３）支出を証する書類の写し 

 （４）契約書又は請書の写し（事業実施に当たり契約等を行った場合） 

３ 事業実績 

 （１）事業実績額   金        円也 

 （２）補助対象経費額 金        円也 

 （３）補助実績報告額 金        円也 

４ 補助金振込先 

 （１）金融機関名         銀行 本店 ・      支店 

 （２）預金種別   当座 ・ 普通 

 （３）口座番号                

 （４）フリガナ                

口座名義                



様式第７号 

サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業 

事業報告書 

 

１ 事業者の概要 

 

２ 事業内容 

事業者名  

所在地  

代表者 

役職及び氏名 
 

担当者 

役職及び氏名 
 

担当者連絡先 TEL  

事業の実施時期 令和  年  月 ～  令和  年  月 

事業実施区域 〇〇市〇〇区〇〇地域 

事業内容 

（本欄に収まらない場合、別紙による提出とし、その場合は「別紙のとおり」と記載し

てください。） 

事業実施体制 

サテライトオフィス等の体制 

＜サテライトオフィス等運営事業者が事業主体となる場合＞ 

実施事業に関わるサテライトオフィス等内のプロジェクトチーム体制（人数、リーダー

等）を記載してください。） 

 

＜サテライトオフィス等運営事業者以外が事業主体となる場合＞ 

企業・団体内のプロジェクトチーム体制（人数、リーダー等）を記載してください。 

事業実施過程 

 

 

 

 



 

 

３ 事業実施年度における目標指標の達成状況 

目標指標 達成状況 

①   

②   

③   

 ※目標指標は、申請時に提出した事業計画書（様式第２号）と同一の数値を記載してください。 

 ※達成状況を証明する資料等がある場合は、併せて提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業実施結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第８号 

 

  

（収入の部） （単位：円）

収入区分 適用（調達先） 金額（税抜） 金額

自己資金 円 × 個 × 式

県補助金 × ×

借入金 × ×

その他 × ×

合　計 0

（支出の部）

＜補助対象経費＞ （単位：円）

支出区分 適用（支出内容） 金額（税抜） 金額（税込）

円 × 個 × 式

× ×

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

× ×

小　計 0 0

円 × 個 × 式

× ×

× ×

× ×

小　計 0 0

補助対象合計 0 0

＜補助対象外経費＞ （単位：円）

支出区分 適用（支出内容） 金額（税抜） 金額（税込）

円 × 個 × 式

× ×

× ×

対象外合計 0 0

（単位：円）

総事業費 0 0

※必要に応じて、行は適宜追加・削除してください。

※収入合計欄と総事業費額は合致させてください。

単価（税抜） 数量

サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業
収支精算書

単価（税抜） 数量

単価（税抜） 数量



様式第９号 

 

令和 年度サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補助金 

概算払請求書 

 

 

第 ○ ○ 号   

年  月  日   

 

 

 宮城県知事 殿 

 

 

申請者 所在地 

                          名称及び代表者名 

※サテライトオフィス等運営事業者への委託に

より事業を行う場合、連名としてください。 

 

 

 令和  年  月  日付け宮城県（地振）指令第  号で補助金の交付決定のありました

サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補助金について、補助金等交付規則第１

５条の規定により、下記により金○○円を概算払によって交付されたく請求します。 

 

記 

１ 交付決定通知額    金       円也 

２ 概算払受領済額    金       円也 

３ 今回請求額      金       円也 

４ 残額         金       円也 

５ 概算払が必要な理由   

６ 振込先 

 （１）金融機関名         銀行 本店 ・      支店 

 （２）預金種別   当座 ・ 普通 

 （３）口座番号                

 （４）フリガナ                

口座名義                

７ 添付書類 

   支払いを確認できる書類 

 

 



様式第１０号 

 

令和  年度サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補助金 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

第 ○ ○ 号   

年  月  日   

 

 

 宮城県知事 殿 

 

 

申請者 所在地 

                         名称及び代表者名 

※サテライトオフィス等運営事業者への委託に

より事業を行う場合、連名としてください。 

 

 

 令和  年  月  日付け宮城県（地振）指令第  号で補助金の交付決定のありましたサ

テライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補助金について、交付決定通知に付された条

件に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金額（知事が確定通知書により通知した額）    金       円也 

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額  

金       円也 

３ 消費税額及び地方消費税額の確定時における補助金に係る消費税及び地方消費税  

に係る仕入控除税額                 金       円也 

４ 補助金返還相当額（３－２）             金       円也 

 

 

 

（注） 

１ 別紙として積算の内訳を添付すること。 

２ 課税事業者の場合であっても、単純に補助金に消費税及び地方消費税率を乗じた金額が消費税

及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではないので注意すること。  

 



様式第１１号 

 

令和 年度サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補助金 

補助金財産処分承認申請書 

 

 

第 ○ ○ 号   

年  月  日   

 

 

 宮城県知事 殿 

 

 

申請者 所在地 

                         名称及び代表者名 

※サテライトオフィス運営事業者への委託によ

り事業を行う場合、連名としてください 

 

 

 令和  年  月  日付け宮城県（地振）指令第  号で補助金の額の確定がありましたサ

テライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補助金により取得した財産について、下記

のとおり処分したいので、承認されるよう申請します。 

 

記 

 

１ 処分しようとする財産の名称及び取得年月日 

 

２ 当該財産の取得価額及び財産台帳価格 

 

３ 処分の方法（売却の場合は、売却先及び売却予定価格も記載すること） 

 

４ 処分理由 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１２号 

 

令和 年度サテライトオフィス等による沿岸地域復興活動事業費補助金 

財産管理台帳 

 

年度 事業者名  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物・設備備品の名称  

規格・規模・仕様・構造等  

設置場所  

耐用年数  

所得年月日  

取得金額  

充当した県補助金額  

備考  

 

 

写真 



様式第１３号 

誓 約 書 

 

私（当社）は、下記１及び２のいずれにも該当せず、将来においても該当しないことを誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、 

異議は一切申し立てません。 

また、貴職において必要と判断した場合に、別紙「役員等名簿」により提出する当方の個人情報を

警察に提供することについて同意します。 

 

記 

１ 補助事業者として不適当な者 

(1) 暴力団（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に規定する暴力団

をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下

同じ。）であるとき 

(2) 事業者（暴力団排除条例第２条第７号に規定する事業者をいう。以下同じ。）の役員等（個人

である場合はその者、法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する社員、取締役、執行

役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

当該団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力

を有するものと認められる者を含む。)をいう。以下同じ。）が自己、自社若しくは第三者の不正

の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するな

どしているとき 

(3) 事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(4) 事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしているとき 

(5) 事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 補助事業者の相手方として不適当な行為をする者 

 (1)  暴力的な要求行為を行う者 

 (2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

 (3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

 (4) 偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を妨害する行為を行う者 

 (5) その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

 

 宮城県知事 村井 嘉浩 殿 

                    年   月   日 

 

住所（又は所在地） 

 

氏名（又は名称及び代表者氏名）                  印 



「役員等名簿」 

補助事業者名： 

 

№ 役 職 
フリガナ 

住 所 性 別 
生年月日 

（和暦） 氏  名 

1   
  

      
  

2   
  

      
  

3   
  

      
  

4   
  

      
  

5   
  

      
  

6   
  

      
  

7   
  

      
  

8   
  

      
  

9   
  

      
  

10   
  

      
  

11   
  

      
  

12   
  

      
  

13   
  

      
  

14   
  

      
  

15   
  

      
  

 


